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改訂版の発刊にあたって 

『保護者や地域からの学校への要望等対応ハンドブック  

―信頼される関係づくりのために―』 

令和８年８月 

福島県教育委員会 

 

本ハンドブックは、学校と保護者・地域との信頼関係を築き、教職員が子どもた

ちと向き合う時間を確保することを目的に、平成 22 年に初版が作成されました。し

かし、それから十数年が経過し、学校を取り巻く環境は劇的に変化しています。価

値観の多様化や SNS の普及、そして教職員の働き方改革が進む中、いま改めて「要

望対応の在り方」を根本から見直す時期を迎えています。 

今回の改訂において、私たちが最も重視したのは「法的根拠に基づく対応」と

「組織による教職員の保護」の徹底です。 

第一に、近年、学校教育に関わる法令の整備が急速に進みました。「いじめ防止

対策推進法」や「障害者差別解消法」などの施行により、学校が果たすべき義務の

範囲は明確化されています。教職員の経験や勘に頼るのではなく、これらの法令等

に基づいた適正な指導と対応を行うことは、子どもたちの権利を守るだけでなく、

教職員自身を不当な批判から守るための強固な「防波堤」となります。 

第二に、現代社会の深刻な課題である「カスタマーハラスメント」への視点を全

面的に導入しました。児童生徒の健やかな成長のためには、保護者や地域の方々は

「共通のゴール」を目指す大切なパートナーであると私たちは考えています。しか

し、一部に社会通念上不相当な手段を用いる「不当な要求」が存在するのも事実で

す。本改訂版では、時間拘束や暴言、SNS での誹謗中傷など、学校が毅然と拒絶すべ

き事案を「7つの類型」として明確に定義しました。 

「問題そのものよりも、問題に対する対応の在り方が問われている」―これは非

常に重要な視点です。しかし、それは「教職員が一人で耐え忍ぶこと」を意味しま

せん。要望が「不当な要求」へと変質した瞬間に、個人の対応から「組織（チーム

学校）」としての対応へ切り替えること。これこそが、本ハンドブックが提示する

最大の指針です。 

本ハンドブックが、教職員の皆様の負担を低減し、本来の業務である教育活動に

専念できる環境を作り出す一助となることを切に願っています。全ての子どもたち

へのより良い教育は、教職員の心身の健康と安全が守られてこそ実現するものです。
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